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－総括１－ 

新規事業及び重要事業総括表 

 

Ⅰ 総 額 

 

 【一般会計】 

区分 平成３０年度 平成２９年度 伸び率 

予算総額 １７６，８９８，３９０千円
           

１８２,２３８,９５８千円
           

△２.９％ 

一般会計構成比         ９.５％ 
  ％         
        ９.２％ 

        ９.８％ 
            
    ９.２％ 

   － 

 

 【埼玉県国民健康保険事業特別会計】 

予算総額 ６２６，８５８，５６９千円
           

         ０千円
           

  皆増 

 
 
Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                      （単位 千円） 

 

 １ きめ細かな少子化対策の推進 

  Ｐ １  一部新規  ウェルカムベイビープロジェクトの推進【健康長寿課】１，４１２,７７０ 

  Ｐ ２     埼玉版ネウボラの推進【健康長寿課】          ３５８,７８２ 

   

 ２ 生涯を通じた健康の確保 

  Ｐ ３  一部新規  健康長寿埼玉プロジェクトの更なる推進【健康長寿課】  ２７４,９２８ 

  Ｐ ４     糖尿病重症化予防対策の実施【健康長寿課】       １７８,２７２(一部再掲) 

  Ｐ ５  一部新規  がん対策の推進【疾病対策課】             １４５,３４４    

  Ｐ ６  新規 小児・ＡＹＡ世代におけるがん対策の推進【疾病対策課】  ６８,１５３ 

  Ｐ ７  一部新規  依存症対策の推進【疾病対策課】             １０,０３６ 

 

 ３ 地域で高齢者が安心して暮らせる社会づくり 

  Ｐ ８  一部新規  在宅医療連携体制の推進【医療整備課】         １３４,３２９ 

  Ｐ ９  一部新規  在宅医療を担う訪問看護師の確保・育成【医療人材課】   ２２,６３９ 

  Ｐ１０  一部新規  地域在宅歯科医療推進拠点の活動の拡充【健康長寿課】  １２０,８７３ 

  

 ４ 地域医療体制の充実 

  Ｐ１１      救急医療体制の充実【医療整備課】                  ４７９，９８９ 

  Ｐ１２  一部新規  救急電話相談の拡充【医療整備課】                  ４２６，４７５ 

  Ｐ１３  一部新規  周産期医療体制の整備【医療整備課】             １,１１４，０１３ 

  Ｐ１４  一部新規 回復期病床への転換促進【医療整備課】              ５２９,１８６ 

 

 ５ 医師・看護師確保対策の推進 

  Ｐ１５  一部新規  医師確保対策の推進【医療人材課】           ７４７,２２６ 

  Ｐ１６    看護職員確保対策の推進【医療人材課】       １,０４８，５０５ 

 



 －総括２－ 

 ６ 医薬品などの適正使用の推進 

  Ｐ１７  一部新規  ユーチューバーなどを活用した献血広報の推進【薬務課】   ７,８４０ 

 

 ７ 危機管理・防災体制の強化 

  Ｐ１８  一部新規 災害時医療救護体制の充実・強化【医療整備課】      ３０,７１８ 

 

 ８ 感染症対策の強化 

  Ｐ１９ 新規 ボーダーレス社会に対応した感染症対策の推進【保健医療政策課】 

                                                                    ２９，３４６        

  Ｐ２０ 新規 多言語に対応した感染症対策の推進【保健医療政策課】       ８，５６５ 

 

 ９ 様々な課題を抱える子供たちへの支援 

  Ｐ２１  新規 予期せぬ妊娠救出プロジェクトの推進【健康長寿課】    １５,４１７ 

 

 １０ 障害者の自立・生活支援 

  Ｐ２２  一部新規  精神保健医療体制の整備【疾病対策課】                  １４０,２３１   

 

 １１ 人と動物が共生する社会づくりの推進 

  Ｐ２３      犬猫の殺処分数削減の推進【生活衛生課】          １０,０３１ 

 

 １２ 食の安全・安心の確保 

  Ｐ２４        食の安全・安心の確保【食品安全課】          １０２,１１０ 

  

 １３ 国民健康保険事業の運営等 

  Ｐ２５     国民健康保険の財政運営【国保医療課】      ６２６,８５８,５６９ 

  Ｐ２６      市町村国民健康保険事業への支援【国保医療課】   ５９,９５０,６７１ 

  Ｐ２７    後期高齢者医療制度への支援【国保医療課】     ６６,７２７,７１１ 

 



                                 一部新規 

－ 1 － 

ウェルカムベイビープロジェクトの推進 

 

    担当 健康長寿課 母子保健担当 

                                            内線 ３５６１     

 

１ 目  的 

  晩婚化が進展している中で、不妊の問題は一層深刻となっている。そこで、少

子化対策の一環として子供を望む夫婦の不妊検査・不育症検査に係る経費の一部

を助成する。特定不妊治療に助成を行うとともに早期の不妊治療を促すための上

乗せ助成を実施する。あわせて若い世代に対し、正しい知識の普及啓発を展開す

る。 

 

２ 予算総額     １，４１２，７７０千円 

 

３ 事業概要 

（１）特定不妊治療への助成            １，２３８，１４４千円 

   体外受精及び顕微授精に要する費用の一部を助成 

（２）不妊に係る支援の充実              １５８，８１５千円  

  ア 不妊症検査（こうのとり健診推進事業）（夫婦そろって早めに受診しても

らうため、不妊検査費を助成（対象：妻年齢４３歳未満夫婦）） 

  イ 早期不妊治療費助成（妻年齢３５歳未満夫婦の初回特定不妊治療費助成に

上乗せ）   

  ウ ２人目以降特定不妊治療費助成（２人目以降に係る特定不妊治療費助成は

国の回数制限を超えて助成） 

（３）不育症に係る支援（新規）                 １，０４０千円 

   不育症検査費を助成（対象：妻年齢４３歳未満夫婦） 

（４）普及啓発及び相談                 １４，７７１千円  

  ア 新高校２年生全員に正しい知識についてわかりやすくまとめた冊子を配布 

  イ 高校・大学等を対象とした出前講座の実施  

  ウ 婚姻届出時にダイアモンド✡ユカイ氏（埼玉県こうのとり大使）のメッセ

ージカード配布 

  エ 不妊・不育症に係る電話相談を平日、土曜及び夜間に実施 

 



－ 2 － 

埼玉版ネウボラの推進 

 

                      担当 健康長寿課 母子保健担当 

                                           内線 ３５５２      

１ 目  的 

妊娠・出産・育児の様々な相談にワンストップで応じ、妊娠期から子育て期に

わたるまで切れ目のない支援体制を担う「子育て世代包括支援センター」（埼玉

版ネウボラ）の全県展開を図る。また、核家族世帯の割合が高い本県において孤

立化しやすい産婦への本県独自の取組として「産後うつケア」や「産後健診」を

推進できるよう市町村を支援し、安心して産み育てられる環境づくりを進める。 

 

２ 予算総額     ３５８，７８２千円 

 

３ 事業概要 

（１）子育て世代包括支援センターの整備促進・支援   １７９，８３０千円  

「子育て世代包括支援センター」を設置・運営する市町村に対し、保健師等

専門職員の人件費等の運営経費や改修費等の開設準備経費を助成する。 

 

（２）産後うつケアの推進                １０，９５０千円 

産後うつ病の予防や早期発見等のため、専門の質問票による産後うつ病のス

クリーニング等に取り組む市町村に対し実施経費を助成する。 

 

（３）産後健診の推進                  ２２，３７５千円 

心身が最も不安定になると言われる産後１か月の時期に行う産後健診の費用

を負担する市町村に対し助成する。 

 

（４）一都三県妊婦健診普及啓発キャンペーン        ２，５０５千円 

妊娠届や妊婦健診の重要性をアピールするため、一都三県で連携して交通広

告を行う。 

 

（５）乳児家庭の全戸訪問支援等            １４３，１２２千円 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し養育環境等の把握を行い、

養育支援が特に必要な家庭に対して支援を行う市町村に対し助成する。 

また、早期に養育支援の必要なリスクの高い妊産婦について産科医療機関等

と市町村が連携して把握するネットワークを構築し、研修会等を実施する。 

（保健師、助産師、ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ） 

相 談 

助言・指導 

支援プラン 

 

子育て世代包括支援センター （実施主体：市町村） 
～妊娠から子育てまで もれなくキャッチ～ 

 

 
 産後健診推進事業  

 産後うつケア推進事業 

産後３か月頃までを 

手厚く支援 

http://3.bp.blogspot.com/-eyG-j5ANlOI/U57DAZpQBdI/AAAAAAAAhgA/XNw5q4vvuNo/s800/syussan_akachan.png
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http://1.bp.blogspot.com/-YiMrAP7EsB8/WHG2KENyBNI/AAAAAAABA_k/mZSI74T0yvMpdLAd6RPk2oqGGmb0FRztACLcB/s800/ikuji_noiroze.png


                                  一部新規 

－ 3 － 

健康長寿埼玉プロジェクトの更なる推進

平成２９年度 平成３０年度～

○健康長寿埼玉モデルの普及

医
療
費
の
抑
制

健
康
寿
命
の
延
伸

先行７市

○コバトン健康マイレージの実施

○健康長寿サポーターの養成 67,080人（H29.12月末） 75,000人（H32）

マイレージ２６市町村、４保険者、４企業

５４市町村（※）
６保険者、６企業

○健康経営実践企業支援事業

県内のまつり等、観光資源とコラボしたウオーキングイベント等の開催

マイレージ参加者の効果検証の実施

＋ モデル３３市町村

※モデル及びマイレージ27
モデル13、マイレージ14

○受動喫煙防止施設認証制度の創設
・新たな認証要件を検討
・大規模イベント等の会場周辺を重点区域とし、受動喫煙防止に重点的に取り組む

※100企業・団体を認定

県の健康施策を実践するなど、健康経営に取り組む企業・団体を認定・表彰

健康長寿埼玉プロジェクトの更なる推進 
 

    担当 健康長寿課 健康長寿担当 内線３６６３ 

 健康増進担当 内線３５８６ 

 

１ 目  的 

  誰もが、毎日を健康で生き生きと暮らすことができるようにするため、「健康

長寿埼玉モデル」や「埼玉県コバトン健康マイレージ」など「健康長寿埼玉プロ

ジェクト」を推進し、健康寿命の延伸と医療費の抑制を目指す。 
 

２ 予算総額     ２７４，９２８千円 
 

３ 事業概要 

（１）健康長寿埼玉モデルの普及             ３４，３１７千円  

   「健康長寿埼玉モデル」を実施する市町村に対し、事業費を補助するととも

に円滑な運営のための支援を行う。 
 

（２）コバトン健康マイレージの実施          ２２４，６６１千円  

   ウオーキングや特定健診の受診などによりポイントを貯め、抽選により賞品

が当たる「埼玉県コバトン健康マイレージ」を運用する。新たにマイレージ参

加者の効果検証を実施する。（一部新規） 
 

（３）健康経営実践企業の支援（新規）           １，７９５千円  

   コバトン健康マイレージや健康長寿サポーターなどの県の健康施策を実践す

るなど、健康経営に取り組む企業・団体を認定、表彰する。 
  

（４）健康長寿サポーターの養成             １２，２０３千円  

   健康長寿の取組を県内に広めるため、市町村にサポーター養成費用を補助す

るとともに、事業所を対象とした養成講習を行い、サポーターの拡大を図る。 

 

（５）受動喫煙防止対策の強化（新規）           １，９５２千円 

   オリンピック・パラリンピックに向け、受動喫煙防止対策を一層推進してい

くため、現行の認証制度を見直し、新たな制度を設ける。 

 



                                   

－ 4 － 

糖尿病重症化予防対策の実施 

 

                      担当 健康長寿課 健康長寿担当     

                      内線 ３６６３ 

 

１ 目  的 

 レセプトデータ等の分析に基づき、糖尿病の重症化を予防するとともに、医療費

の適正化を推進する。 

 

２ 予算総額     １７８，２７２千円（一部再掲） 

 

３ 事業概要 

  レセプトデータ等を活用した糖尿病重症化予防対策の実施 

 １７８，２７２千円（一部再掲） 

 （１）国民健康保険の被保険者を対象に、保険者である市町村が、 

・ レセプト・健診データを分析し、ハイリスク者を抽出する。 

・ 糖尿病治療の未受診者、中断者に対して受診勧奨を行う。 

・ 通院中のハイリスク者に対して、かかりつけ医との連携の下、重症化予防の

保健指導を実施するとともに、保健指導修了者には継続支援を行い、人工透析

への移行を回避する。 

    ※国民健康保険事業の保険給付費等交付金（特別交付金）の一部を活用 

 

（２）平成２６年度から開始した糖尿病重症化予防対策について、医療費抑制効果 

  を推計する。 

 

   

   

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

       



                                 一部新規 

－ 5 － 

がん対策の推進 

 

                      担当 疾病対策課 がん対策担当 

                                         内線 ３５５３ 

 

１ 目  的 

  本県のがんの実態把握やがん検診の受診促進、がん検診精度の向上により、が

んの早期発見・早期治療に繋げるとともに、がん医療提供体制の充実を図るなど、

がん対策を総合的に実施する。 

 

２ 予算総額     １４５，３４４千円 

 

３ 事業概要 

（１）がん実態把握とビッグデータの活用         １７，９８４千円  

  ア がんの実態を把握・分析するため、国内統一基準で全ての病院等の協力に

より、がん登録を推進する。 

  イ がん登録のビッグデータを活用し、がん対策の充実を図る。（新規） 

 

（２）がん医療提供体制の充実・強化          １１４，８９５千円 

   地域がん診療連携拠点病院(11病院)の質の高い医療提供体制の充実を図る。 

 

（３）がん対策の推進                  １２，４６５千円  

  ア がん検診の受診を勧める「がん検診受診推進サポーター」、「県民サポー

ター」を養成するとともに、市町村がん検診の精度向上を支援する。 

  イ 小・中・高生を対象としたがん教育出前講座を開催する。 

  ウ ピアサポーター（がん治療体験者）の派遣による相談を実施する。 

  エ 企業経営者向けにがん患者の就労に関する啓発講座を開催する。 

 

【がん実態把握とビッグデータの活用】 

 



                                  新 規 

－ 6 － 

小児・ＡＹＡ世代におけるがん対策の推進 

 

                      担当 疾病対策課 がん対策担当 

                                         内線 ３５５３ 

 

１ 目  的 

  医療技術やがん治療成績の向上により、長期生存が可能となった小児・ＡＹＡ

世代の若年がん患者に対しライフステージに合わせた総合的な支援を推進する。 

   ＊ＡＹＡ世代とは、「Adolescent and Young Adult」の頭文字で、思春期世代と若年成人世代の 

     １５歳から３９歳の若い年代を指す言葉 

 

２ 予算総額     ６８，１５３千円 

 

３ 事業概要 

（１）小児がん医療連携体制の整備            ２３，７７４千円  

県内小児がん治療施設にＴＶ会議システムによるネットワークを整備する。 

 

（２）長期入院を要する高校生への学習支援        ２２，９６７千円 

   がん治療により長期入院を余儀なくされる高校生に対し、在籍校と連携した

学習支援を継続する。 

 

（３）妊孕性の温存支援                 ２１，４１２千円  

  ア がん治療により妊孕性が損なわれる前に、将来子供を産む可能性を残すた

めの妊孕性温存治療への助成を行う。 

イ がん診療連携拠点病院等に勤務する医師等への研修を開催する。 

         ＊妊孕性（にんようせい）温存治療とは、がん治療等により将来妊娠の可能性が消失しないよう 

        生殖能力を温存するための治療のこと 

 

 

 



                                  一部新規 

－ 7 － 

依存症対策の推進 

 

    担当 疾病対策課 精神保健担当 

                                            内線 ３５６５     

 

１ 目  的 

  アルコール健康障害、薬物依存症、ギャンブル等依存症に関する知識の普及を 

 図り、健康障害の発生の予防、早期発見、早期治療等につなげるとともに、医療 

 機関や相談機関、民間支援団体等が連携して、依存症者等への支援を行う体制を 

 整備する。 

 

２ 予算総額     １０，０３６千円 

 

３ 事業概要 

（１）依存症対策に係る拠点機関等の整備（新規）      ４，３８６千円  

  ア 依存症治療拠点機関の整備 

  イ 依存症専門医療機関の整備 

  ウ 依存症相談拠点機関の整備 

 

 

 

                  

                                 専門医療 

                          研修               

                                               情報提供         医療提供 

                              

                                     

                    指導者養成                        相談・支援 

                    情報提供             

                          研修          

                          支援           回復支援 

 

 

（２）依存症者等を支援する民間団体への支援        ５，２８０千円  

   アルコール健康障害、薬物依存症、ギャンブル等依存症者に関する問題に取 

  り組む民間団体等の活動を支援する。 

 

（３）アルコール健康障害対策推進計画の推進          ３７０千円 

   アルコール健康障害対策推進会議を設置し、知識の普及・啓発、相談・治療 

  体制の推進を図る。 

全国拠点機関 

 

国立病院機構 

久里浜医療センター 

 

・知見の集積                          

・治療・回復プログ 

 ラムの開発  

治療拠点機関 

アルコール 

薬   物 

ギャンブル 

相談拠点機関 

アルコール 

薬   物 

ギャンブル 

専門医療

機関 

一般医療

機関 

保健所 

市町村 

県 

 

 

 

民 

民間団体 

自助グループ 

 

 

 

 

連  携 



一部新規 

－ 8 － 

在宅医療連携体制の推進 

 

 担当 医療整備課 在宅医療推進担当 

 内線 ３５４５ 

 

１ 目  的 

 異次元の高齢化に伴う在宅医療・介護ニーズの増大を見据え、人生の最期まで

住み慣れた自宅で療養できるよう、在宅医療提供体制の整備を推進する。 

  

２ 予算総額     １３４，３２９千円 

 

３ 事業概要 

（１）在宅医療提供体制の整備（訪問診療医の負担軽減） １２３，７８２千円 

  ア 後方支援ベッドの確保 

    ・在宅療養患者の急変時の入院先の確保 

  イ 往診医検索システム保守の補助 

    ・訪問診療を希望する患者への紹介、副主治医の紹介 

 

（２）在宅医療・介護連携の広域的な支援         １０，５４７千円 

  ア 在宅医療連携拠点の機能強化研修 

    ・在宅医療連携拠点コーディネーターの質の向上など 

  イ 人生の最終段階の医療に関する普及啓発事業 （新規） 

    ・人生の最終段階の医療に係る紹介用動画作成 

     （人生の最終段階の医療やケアについて、県民が考える機会を提供） 

    ・看取りを支援するスタッフ研修 

     （人生の最終段階にある患者の意向を尊重した医療やケアを提供できる 

      医療・介護従事者を育成） 

 

     

                                                  

                       

                       

                       

                       

                       

                       

                      

病院

77.2%

診療所

1.7%

介護老人保健

施設 1.5%

老人ホーム

5.4%

自宅

12.5%

その他

1.6%

埼玉県における死亡場所

※構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計は100にはならない。

出典：厚生労働省「人口動態調査」（平成28年）

ギャップ！ 



一部新規 

－ 9 － 

在宅医療を担う訪問看護師の確保・育成 
 

 担当 医療人材課 看護・医療人材担当 

 内線 ３５４４ 

 

１ 目  的 

 在宅医療の更なる推進のため、訪問看護師の確保・育成や訪問看護ステーショ

ンの経営安定の強化、介護施設の看護師の研修体制の充実を図る。 

 

２ 予算総額     ２２，６３９千円 

 

３ 事業概要 

（１） 在宅医療を担う幅広い分野の看護師確保・育成事業  １５，３８３千円 

  ア 訪問看護師の確保・育成 

   ・ 「新卒者等訪問看護師育成プログラム」を活用した合同研修の開催や 

    新任訪問看護師のＯＪＴ強化への支援を行う。 

   ・ 高校生や潜在看護師、病院看護師を対象とした現場体験実習を実施する。 

   ・ 適正な請求事務を行うための診療報酬請求に関する研修を実施する。 

  イ 介護施設の看護師の育成 

   ・ 介護施設で必要な専門知識（摂食・嚥下障害看護など）を持つ認定看護師を 

    派遣して現場で研修を実施し、介護施設の看護師の看護技術向上を図る。 
 

（２） 2025年に向けた訪問看護推進事業費（新規）       ７，２５６千円 

  ア 訪問看護ステーションの経営安定化支援 

   ・ 訪問看護ステーションの経営の安定化に向けた個別相談会の開催や総合相談 

    窓口の設置により、県内の訪問看護サービスの安定的な提供を推進する。 

  イ 訪問看護推進検討委員会の設置 

   ・ 質の高い訪問看護サービスの提供に寄与するため、関係団体や有識者を 

    構成員として、本県の訪問看護に関する課題や今後の対策の検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

えんげ  ※ 

※嚥下障害：食べ物をうまく飲み込めない状態。 



一部新規 

－ 10 － 

地域在宅歯科医療推進拠点の活動の拡充 

 

   担当 健康長寿課 総務・歯科担当 

   内線 ３６７１ 

                     

１ 目  的 

 地域在宅歯科医療推進拠点が、県民等からの相談に応じ、必要な在宅歯科診療

を提供するための調整を行う。歯と口腔の健康状態を改善することで、在宅患者

等の生活の質の向上を図る。また、貧困家庭の子供たちに対し、歯科健診や口腔

ケア指導、フッ化物洗口等を実施するなど個別支援を行い、健康格差の縮小と生

活習慣の改善を目指す。 

 

２ 予算総額     １２０，８７３千円 

 

３ 事業概要 

（１）在宅歯科医療連携推進事業            １１８，３５２千円 

ア 切れ目ない歯科医療を提供するための入院患者の口腔内状況の把握 

イ 歯科衛生士による相談対応や受診調整、在宅歯科医療機器の貸出 

  ウ 歯科医師等が医科疾患の理解を深める研修会の実施 

  エ 歯科衛生士の復職支援相談会や研修会の実施 

（２）子供の健口支援事業（学習支援教室での歯科保健指導）（新規） 

                             ２，５２１千円 

  ア 歯科医師による定期的な歯科健診・受診勧奨 

  イ 歯科衛生士による口腔ケア指導・フッ化物洗口、歯科診療所の紹介 

  ウ フッ化物洗口への理解を深めてもらうための出張講座の開催 

 

受診調整

受診

口腔ケア指導
フッ化物洗口（週１回）
歯科診療所の紹介

学習支援教室
5か所でモデル事業

連携
調整

歯科医師

歯科健診・受診勧奨

調整会議

保護者
市町村職員
教員

学習支援教室
関係者等

出張
講座

歯科診療所

子供の健口支援事業

県民等

相談

訪問歯科診療
在宅歯科医療
連携推進事業

地域在宅歯科医療推進拠点

【歯科衛生士】

・入院患者の口腔内状況の把握

・患者等からの相談・受診調整

・歯科診療所との連絡・調整



－ 11 － 

救急医療体制の充実 

 

    担当 医療整備課 地域医療対策担当 

                                        内線 ３６６７ 

 

１ 目  的 

  緊急性の高い救急患者が、一刻も早く適切な医療機関で診療が受けられるよう、

断らずに受け入れる救急医療機関を整備することなどにより、搬送困難事案の解

消を図り、県民が安心して暮らせる環境を整備する。 

 

２ 予算総額     ４７９，９８９千円 

 

３ 事業概要 

（１）搬送困難事案受入医療機関への助成        ３８７，６７２千円  

   重症の救急患者が２回以上受入れを断られた場合に、原則として断らずに受

け入れることに合意した医療機関に対し、人件費や空床確保費用を助成。 

 

（２）精神合併症患者連携受入体制の整備         ５８，１５２千円  

   精神合併症の救急患者を救急医療機関と連携して受け入れる体制を構築する

精神科医療機関に対し、人件費や空床確保費用を助成。 

 

（３）特定の疾患に対応した輪番体制の整備        ３４，１６５千円 

   各地域において搬送困難事案になりやすい特定の疾患に対し、輪番で受け入

れる体制を整備。 

 

 

重症患者

×不可

○受入

搬送困難事案の解消

×不可

搬送困難事案
受入医療機関

精神合併症
連携受入

特定疾患
輪番体制

精神合併症
患者

救急医療機関

身体の治療、
容体安定

精神科医療機関

治療、入院

転院

特定疾患
患者

（例：消化管出血等）

当番病院が受入

当番

原則として
断らずに受入

連携



                                  一部新規 

－ 12 － 

救急電話相談の拡充 

 

担当 医療整備課 地域医療対策担当 

内線 ３６３１  

 

１ 目  的 

  急な病気やけがに対する県民の不安に応えるとともに、軽症患者の集中によ

る救急医療機関の負担軽減を図るため、救急電話相談を拡充させる。 

 

２ 予算総額   ４２６，４７５千円 

 

３ 事業概要 

（１）救急電話相談の２４時間実施等         ３７６，４７５千円 

   救急電話相談（＃７１１９）について、看護師による相談を２４時間体制

で実施（子供、大人）。また、必要に応じて医療機関を案内。 

 

（２）ＡＩを活用した救急相談機能を整備（新規）    ５０，０００千円 

   マンパワーに頼らずより多くの相談に対応するため、ＡＩを活用して、い

つでも気軽に相談できるチャット形式の救急相談機能を整備。 

 

  【ＡＩ活用した相談機能整備のスケジュール】 

   平成３０年度中      相談に対応するＡＩの開発・テスト 

   平成３１年４月～６月   試験運用・システム改修 

   平成３１年７月～     事業開始・効果検証 

 

 

  

３８．５℃です。

熱が下がらないんです。

今朝からです。

今、何度くらいありますか？

まだ発症から１２時間が経って
いないので、病院に行っても検
査をしてもらえない可能性があ
ります。
水分を十分にとって、頭を冷や
し、まずは横になって安静にし
てください。

分かりました。また変化が
あったら相談します。

いいえ、していません。

インフルエンザの予防接種はし

ましたか？

何時頃から熱はありますか？

チャットのイメージ 



                                  一部新規 

－ 13 － 

周産期医療体制の整備 

 

    担当 医療整備課 地域医療対策担当 

                                        内線 ３５３１     

 

１ 目  的 

  身近な場所での出産から高度で専門的な医療まで、分娩のリスクに応じた安全

な医療を提供できるよう、周産期医療体制を整備する。 

 

 

２ 予算総額     １，１１４，０１３千円 

 

 

３ 事業概要 

（１）ハイリスク出産への対応        １，０５１，７４５千円 

 ア 周産期母子医療センター等の運営・設備整備等補助 

 イ 転院搬送調整を行う母体・新生児搬送コーディネーターの配置 

 ウ 救命措置が必要な妊産婦を受け入れる母体救命コントロールセンターの運営 

 エ ＮＩＣＵから在宅医療への移行促進 

 オ 遠隔胎児診断支援システムの運営 

 

（２）継続的な周産期医療体制の確保        ６２，２６８千円 

 ア 分娩を取り扱う医師等に手当を支給する医療機関に対する経費の補助 

 イ ＮＩＣＵに勤務する看護師を特定行為研修に派遣する医療機関に対する経費

の補助（新規） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

〔特定行為研修を修了した看護師〕 

 医師があらかじめ作成した手順書（指示）

によって、医療行為の一部を実施すること

ができる。 

【医師】 

医師が看護師に手

順書により医療行

為の一部を実施す

るよう指示 

【看護師】 

患者の状態が手

順書の範囲内か

どうかの確認 

手順書の 

範囲内 

【看護師】 

手順書に定められた「気管チュー

ブの位置調整」などの医療行為の

一部を実施。 

手順書の 

範囲外 

【医師】 

医師が対応又は看護師に別の指示 

 



一部新規                                    

－ 14 － 

回復期病床への転換促進 

 

             担当 医療整備課 総務・医療企画担当 内線３５３５ 

                     在宅医療推進担当  内線３５４５                                                          

  

１ 目  的 

  「医療機能の分化・連携」を推進するため、大幅な不足が推計されている回復

期病床（在宅への復帰支援などの機能を持つ地域包括ケア病床等）の充実を図る。 

 

２ 予算総額    ５２９，１８６千円 

 

３ 事業概要 

 (１）病床機能転換促進事業               ５１３，２８２千円 

   急性期病床等から回復期病床への機能転換を行う医療機関に対して、施設・

設備整備費を助成。 

 

 （２）地域包括ケア推進のための病床機能転換支援事業（新規）１５，９０４千円 

 ア 回復期病床の運営ポイントや具体的な機能転換事例等について、各地域

において研修会を開催。 

 イ 回復期病床への機能転換を検討する医療機関に対して、転換後の収支シ

ミュレーションを行う経費を助成。 

 

 

地域医療構想における推計値 



一部新規                                  

－ 15 － 

医師確保対策の推進 

 

    担当 医療人材課 医師確保対策担当 

                                        外線 ０４８－６０１－４６００ 

 

１ 目  的 

 医師の不足及び医師の偏在を解消するため、医学生に奨学金を貸与すること等に

より医師の確保を図るとともに、若手医師へのキャリア形成支援や地域医療教育セ

ンターによる医師等の教育・研修環境の向上により、医師の県内医療機関への誘導・

定着を図る。 

 

２ 予算総額     ７４７，２２６千円  

 

３ 事業概要 

（１）埼玉県総合医局機構の推進            １６７，８６９千円 

  臨床研修医の県内医療機関への誘導、県外から指導医や専門医を招聘する医

療機関への助成、地域医療教育センターの運営など、埼玉県総合医局機構にお

いて一元的・総合的な医師確保対策を実施する。 

 

（２）医学生・研修医の誘導・定着促進         ５７０，６４７千円  

   医学生や研修医に奨学金や研修資金を貸与することにより、医師が不足して 

  いる診療科や医師不足地域（特定地域）への医師の誘導・定着を促進する。 

 

（３）若手医師に対するキャリア形成の支援（新規）     ８，７１０千円  

  奨学金貸与者等の若手医師が義務年限を果たしながら専門医の資格が取得で

きるようキャリアコーディネーターを設置し、埼玉県総合医局機構独自のキャ

リア形成支援モデルプログラムの作成や若手医師からのキャリア相談の受付・

助言などの支援を行い、安心して地域医療に従事できる体制を構築する。 

 キャリア形成支援のイメージ 

特定地域って 
どんなところだろう？ 

特定地域ではどのような 
専門医が取得できるんだろう？ 

埼玉県総合医局機構 

キャリア 
コーディネーター 

キャリア形成支援モデルプログラム 
の作成 

若手医師からのキャリア相談 
の受付・助言 

キャリア支援に係る情報の 
収集と提供 

特定地域の 

公的医療機関 

連 携 

大学病院等 

基幹病院 

奨学金貸与者等 
「若手医師」 

相 談 

助 言 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjNl7Pe9IzUAhWJxFQKHVFnCt0QjRwIBw&url=http://www.ntata.com/qanda15.html&psig=AFQjCNEGYCkv7eqnl0-zc30It7-WNCmPSg&ust=1495865544138592


 

－ 16 － 

 看護職員確保対策の推進 

 

  担当 医療人材課 看護・医療人材担当 

                   内線 ３５４３ 

 

１ 目  的 

  急速な高齢化による医療ニーズの増大が見込まれており、看護職員の更なる確 

 保を図るため、看護職員の養成、復職支援、離職防止・職場定着を促進する。 

 

２ 予算総額     １，０４８，５０５千円 

 

３ 事業概要 

（１）看護職員の養成                  ６５５，８４７千円 

   看護職員を新たに育成するため、看護師等養成所の運営に必要な経費の一部 

  を助成するとともに、看護学生の実習受入れを拡充する施設を対象に実習指導 

  者の養成などを支援する。 

 

（２）潜在看護職員の復職支援              ３２，６５４千円 

  ア ナースセンターにおいて、資格を持ちながら就業していない方を対象に、  

   無料の職業紹介を実施するとともに、離職時の届出制度を活用した情報提供・ 

   相談体制を強化する。 

 

  イ 離職している方の技術的な不安を解消し復職を支援するため、県内各地の 

   病院など医療現場での講習会や個人の希望や経験に応じた採血などの基礎技 

   術に特化した講習会を実施する。 

 

 

 

 

 

 

                                  

 

 

（３）離職防止・職場定着の促進            ３６０，００４千円 

  ア 子どもを持つ看護職員等の離職防止と復職を支援するため、病院内保育所 

   を運営する医療機関に対して、その運営に必要な経費の一部を助成する。 

 

  イ 新人看護職員の早期離職の防止、職場定着及び看護の質を向上させるため、 

   看護実践能力の修得を図る新人看護職員研修の実施を支援する。 

 

 

 

 未就業 

離職 

無料の職業紹介 

復職に向けた研修 

情報提供・相談 

 

届出 復職 

ナースセンター 



一部新規 

－ 17 － 

ユーチューバーなどを活用した献血広報の推進 

 

              担当 薬務課 献血・温泉・薬事情報担当  

              内線 ３６３５  

 

１ 目  的 

    少子高齢化に伴い、血液製剤需要量の増大が予想されるとともに、献 

 血量の減少が危惧されている。特に、将来の重要な献血の担い手となる  

 若年層（10 代～30 代）の献血者数の減少に歯止めをかけるため、献血  

 者確保対策を強化する。 

 

２ 予算総額     ７，８４０千円  

 

３ 事業概要  

（１）計画献血者確保対策事業            ６，１４０千円  

  ア Twitter 及び県公式スマートフォン向けアプリ「ポケットブック  

   まいたま」等の SNS を積極的に活用し、普及啓発を強化。（新規）  

  イ 「新社会人応援献血キャンペーン」、「初回献血 !お友達＆ご家族  

   紹介キャンペーン」等を実施し、若年層献血の普及啓発を図る。 

  ウ 高校生献血のさらなる推進を図るため、「高校生献血カード」を  

   作成・配布し、複数回献血への理解と協力を求める。  

 

（２）YouTuber による献血動画配信事業（新規）    １，７００千円  

   人気 YouTuber を起用し、献血体験を実況した動画を配信すること  

  により、①献血の意義、②雰囲気、③献血の手順を紹介するとともに、 

  献血ルームの雰囲気や魅力を発信する。 

   また、率直な感想を述べることで献血後の充実感を伝え、献血への  

  関心と理解を深めるとともに、未経験者が持つ漠然とした不安感を払  

  拭する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

献血イメージ  高校生献血カード  

 



                                 一部新規 

－ 18 － 

●

●

●

●

さいたま
赤十字病院

埼玉医大
総合医療ｾﾝﾀｰ

獨協医大
埼玉医療センター

自治医大附属
さいたま医療ｾﾝﾀｰ

埼玉県済生会栗橋病院

北里大学メディカルセンター

川口市立
医療センター

上里町

神川町

本庄市

美里町

寄居町

羽生市

加須市

久喜市
幸手市

杉戸町

宮代町
白岡市

春日部市

草加市

吉川市

三郷市

川口市

戸田市
蕨市

朝霞市

志木市

和光市

狭山市

川島町

富士見市

三芳町

上尾市

吉見町

東松山市

小川町

東秩父村

ときがわ町

日高市

坂戸市

鶴ヶ島市

小鹿野町

秩父市

横瀬町

皆野町

長瀞町

深谷市

熊谷市

行田市

蓮田市

松伏町

越谷市

八潮市

新座市

入間市

所沢市

鴻巣市

北本市

伊奈町

滑川町

嵐山町

鳩山町

越生町

飯能市

毛呂山町 川越市

桶川市

さいたま市
ふじみ野市

災害拠点病院位置図

●

●

●

●

さいたま市立病院

● ●

防衛医大病院

埼玉県済生会
川口総合病院

埼玉医大
国際医療ｾﾝﾀｰ

●

深谷赤十字病院

●

行田総合病院

●

新久喜総合病院

●

国立病院機構
埼玉病院

●

●

草加市立病院

●

埼玉医大病院

さいたま
市民医療センター

●

災害時医療救護体制の充実・強化 

 

    担当 医療整備課 地域医療対策担当 

                                        内線 ３６４２ 

 

１ 目  的 

  災害時において適切な医療を提供するための人材を育成するとともに、災害時

医療救護活動に必要な施設を整備し、災害時医療体制の一層の充実・強化を図る。 

 

２ 予算総額     ３０，７１８千円 

 

３ 事業概要 

（１）災害時医療を支える人材の配置・育成  ６，１３１千円 

ア 埼玉県独自のＤＭＡＴ養成研修の実施（新規） 

  従来の国（厚生労働省）が実施するＤＭＡＴ養成研修のほかに、県独自の

養成研修を実施。 

イ 災害時小児周産期リエゾンの養成   

ウ 災害医療コーディネート研修の実施  

 

（２）災害時医療体制の整備        ２４，５８７千円 

  ア 広域医療搬送体制の整備 

  イ 埼玉ＤＭＡＴの携行資機材等の整備  

  ウ 災害時通信手段の確保  

  エ 地域における災害医療従事者向け研修の実施 

 

 

 

 

  



                                   新 規 

－ 19 － 

ボーダーレス社会に対応した感染症対策の推進 

 

                   担当 保健医療政策課 

 感染症・新型インフルエンザ対策担当 

                                  内線 ３５８９ 

 

１ 目  的 

 ボーダーレス化の進展や国際的スポーツイベントの開催などに伴い様々な感染

症の発生のリスクが高まる中、重大な感染症の発生を迅速に探知・解明する取組

を進めることにより、県民の健康を守り、生活の安心・安全を確保する。 

 

２ 予算総額     ２９，３４６千円 

 

３ 事業概要 

（１）重大感染症早期探知体制の構築             ３，２５０千円 

 国際的スポーツイベント開催期間中、重大案件となる可能性の高い感染症の

発生端緒を迅速に把握するための体制を構築する。 

 

（２）新たな検査技術の導入                ２３，３３３千円 

 全ての遺伝子を一度に解析することができる次世代シーケンサーを衛生研究

所に導入し、医療機関等で判別困難な重大事案を迅速に解明する。 

 

（３）評価・分析技術の向上                   ７４５千円 

 次世代シーケンサーで得られたデータを的確に評価・分析するため有識者で

構成された評価委員会を開催し、解析結果を有効活用する。 

 

（４）診断技術向上研修と実務者ネットワークの構築      ２，０１８千円 

 高い専門性を有する感染症対策の実務者を養成するとともに人的ネットワー

クを構築する。さらに、地域の医療機関に向けた感染症研修会を実施する。 

 

○ 原因となる病原体の特定
○ 検査情報の提供
○ 流行状況の分析

○ 状況確認・健康調査
○ 保健指導・消毒措置

○ 感染症発生時の報告
○ 患者の治療

保健所

地域の医療機関 衛生研究所

医療機関で判断できない
重大な場合に依頼

検査結果データを
評価・分析

【1】重大感染症早期探知体制の構築

より迅速な探知

【２】新たな検査技術の導入

【３】評価・分析技術の向上
【４】診断技能向上研修

と 実務者ネットワークの構築

新 より迅速な解明新

より迅速な解明
新

より迅速な探知新

医療現場等が必要とする
解析データの提供

早期探知のための
診断技能が向上

迅速対応の
好循環を生み出す



                                   新 規 

－ 20 － 

多言語に対応した感染症対策の推進 

 

                   担当 保健医療政策課 

 感染症・新型インフルエンザ対策担当 

                                  内線 ３５８９ 

 

１ 目  的 

 日本語が不慣れな外国人感染症患者等に対して、感染症まん延防止の指示を行

うために多言語に対応できる通訳機器を導入し適切な指示を行うことで感染症の

拡大を防ぐ。 

 

２ 予算総額      ８，５６５千円 

 

３ 事業概要 

 感染症発生時に保健所が実施する患者等に対する調査や感染症まん延防止策

の説明などを多言語で行えるようにするために、タブレットによるクラウド型

医療通訳映像システムを全保健所に導入する。 

 

 

 

 

健康状態や接触者の調査ができない

保健所職員 外国人

病 院 宿 泊 先 自 宅

導入後 

多数の言語に対応可

医療通訳

お互いの信頼関係のもと正確な情報把握が可能に

いつでも
どこでも
起動可

原則２４時間
３６５日対応可

外国人

すぐ接続可

タブレットに医療通訳が映し出され
動作をみながら正確に翻訳

保健所職員



新規 

－ 21 － 

予期せぬ妊娠救出プロジェクトの推進 

 

                      担当 健康長寿課 母子保健担当 

                                           内線 ３３２６      

１ 目  的 

予期せぬ妊娠をしてしまった母親の電話相談・メール相談に応じ、妊娠期から

子育て期まで継続支援を行う子育て世代包括支援センター等へつなげることで、

予期せぬ妊娠の世代間連鎖を断ち切る。また、関係者向けの専門研修など、支援

に当たる人材の質の確保を図る。 

 

２ 予算総額     １５，４１７千円 

 

３ 事業概要 

（１）にんしんＳＯＳ相談窓口の開設            ８，５３０千円  

予期せぬ妊娠で悩んでいる女性を適切な支援につなぐ「にんしんＳＯＳ相談

窓口」を開設し、電話相談・メール相談・同行支援を実施する。 

  ア 相談員は専門職を配置 

  イ 月～土 夜間まで開設 

  ウ 電話だけでなくメールでも相談受付 

 

（２）効果的な広報活動の実施               ３，７５０千円 

若い世代が利用するドラッグストアやカラオケ店、市町村、学校を通じて「に

んしんＳＯＳ相談窓口」の周知を行う。 
 

（３）１０代の親支援事業の実施              ３，１３７千円 

市町村職員や教職員向けに、専門家による研修等を実施する。 

【にんしんＳＯＳ相談窓口の設置】 

○ 電話相談やメール相談、同行支援を実施 

【効果的な広報活動の実施】  

○ カラオケ店などで相談窓口を周知 

連絡 

市町村保健

センター  

【１０代の親支援事業の実施】 

○ 市町村職員・教職員向けの専門研修等 

予期せぬ妊娠救出プロジェクト    

相談 

継続的な支援 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjmxfuUnMzUAhUMXLwKHRlAAhMQjRwIBw&url=http://01.gatag.net/0008067-free-illustraition/&psig=AFQjCNHj3DPve__7rstrkV4OjO8gYdEHBQ&ust=1498041114108319


                                  一部新規 

－ 22 － 

精神保健医療体制の整備 

 

    担当 疾病対策課 精神保健担当 

                                            内線 ３５６５     

 

１ 目  的 

  多様な精神疾患等に適切に対応するため、精神保健に係る相談窓口の充実や専 

 門の医療を提供できる体制の整備を図り、精神障害者やその家族などが安心、安 

 全な生活ができる社会の実現を目指す。 

 

２ 予算総額     １４０，２３１千円 

 

３ 事業概要 

（１）精神科救急医療対策の推進            １２７，０５４千円 

    緊急に医療の必要な精神障害者に適切な医療及び保護を行う。 

 

（２）精神保健相談・訪問相談指導等の推進         １，４６１千円 

    保健所における精神保健福祉相談等の充実を図る。 

 

（３）措置入院者退院後支援の充実（新規）        １１，７１６千円 

    措置入院者が、退院後も継続して医療等の支援が受けられるよう、地域に 

   おける支援体制を整備し、精神障害者の社会復帰を促進する。 

 



－ 23 － 

犬猫の殺処分数削減の推進 

 

 担当 生活衛生課 総務・動物指導担当 

内線 ３６１７                                  

１ 目  的 

殺処分の多くを占める野良猫の子猫の収容数を削減するための野良猫の繁殖抑

制の促進や譲渡の拡大を図り、犬猫の殺処分数の削減を目指す。 

 

２ 予算総額     １０，０３１千円 

 

３ 事業概要 

（１）地域猫活動推進事業費                ２，１４０千円 

   動物愛護団体や自治会等と連携してモデル地区で地域猫活動に取り組む市町 

  村への助成及び地域猫活動の啓発 

 

（２）飼い主のいない猫の不妊・去勢手術活動推進事業費   ３，６００千円 

   飼い主のいない猫（いわゆる野良猫）の不妊・去勢手術費用を補助する制度   

を導入する市町村への助成 

 

（３）彩の国動物愛護推進員活動補助事業費         ２，０００千円 

   彩の国動物愛護推進員が行う「野良猫の不妊・去勢手術活動」を支援 

 

（４）譲渡拡大事業費                   ２，２９１千円 

   譲渡ボランティア等の支援、育成ボランティアの実施、県の犬猫譲渡制度の 

  広報強化 

 

 ＊ イオンリテール株式会社と株式会社ダイエーの電子マネー「彩の国ハッピー 

   アニマルＷＡＯＮ」カードからの寄附（利用額の０．１％）を活用 

 

 



－ 24 － 

食の安全・安心の確保 

 

 担当 食品安全課 監視・食中毒担当  内線３６１１ 

総務・安全推進担当 内線３４２２ 

１ 目  的 

  食品営業施設の衛生管理や食品の表示等に対する監視指導や食品の抜き取り検 

 査を行うことにより、生産から消費にわたる食の安全・安心を確保する。  

   生産者・食品等事業者・消費者によるリスクコミュニケーションを行い、食の 

 安全・安心に関する正しい知識を身に付け、自ら適切な判断ができるようにする。 

 

２ 予算総額     １０２，１１０千円 

 

３ 事業概要 

（１）食中毒予防対策・原因究明費            １１，２８０千円  

   食中毒の原因究明、事件の処理及び予防啓発を行う。 

 

（２）食肉衛生検査センター運営費            ６２，４２１千円  

   安全で安心な食肉・食鳥肉を提供するための検査を行う。 

 

（３）彩の国食の安全・安心確保対策事業         １７，２０８千円  

   食の安全・安心確保のため、監視・検査を充実するとともに、事業者による 

  自主衛生管理の推進のため、国際標準として普及するＨＡＣＣＰの導入を支援 

  する。 

    

（４）食の安全・安心人材育成事業             １，００１千円 

   食品安全に携わる人や子育て世代を対象に、食の安全に関して学ぶ機会を設

け、食の安全とリスクを判断できる消費者教育に役立つ人材を育成する。 

 

（５）食品残留農薬調査事業               １０，２００千円  

   日常食からの農薬摂取量の実態調査、食品の残留農薬等の試験法開発を行う。 

 

 
卸売市場での監視指導 食の安全体験教室（手洗い指導） 



－ 25 － 

国民健康保険の財政運営 

 

 担当 国保医療課 国保事業担当 

                  内線 ３３５５ 

１ 目  的 

  国民健康保険法の一部改正に伴い、市町村が負担する保険給付に要する費用等 

 に充てるため、市町村に対して国民健康保険保険給付費等交付金の交付等を行う。 

 

２ 予算総額     ６２６，８５８，５６９千円 

 

３ 事業概要 

（１）保険給付費等交付金（普通交付金）  ４８２，８３１，１７２千円  

   市町村に対し、療養の給付等に要する費用等について、国民健康保険保険給 

  付費等交付金（普通交付金）を交付する。 

 

（２）保険給付費等交付金（特別交付金）    ９，８６６，７９３千円 

   市町村の医療費適正化等の取組を支援するため、国民健康保険保険給付費等 

  交付金（特別交付金）を交付する。 

 

（３）その他               １３４，１６０，６０４千円 

  ア 後期高齢者支援金等を社会保険診療報酬支払基金へ納付 

                         ９６，５４０，６３３千円 

  イ 介護納付金を社会保険診療報酬支払基金へ納付 

                         ３４，６０３，８４１千円 

  ウ 保険給付費増や保険税収納不足に備え、財政安定化基金を積増し 

                          １，８４９，３４０千円 

  エ 特別高額医療費共同事業拠出金を国民健康保険中央会へ納付等 

                          １，１６６，７９０千円 

 

【国保制度改革後の国保財政の仕組み】 
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－ 26 － 

市町村国民健康保険事業への支援 

 

    担当 国保医療課 国保事業担当 

                                          内線 ３３５６     

１ 目  的 

  市町村国民健康保険事業の運営の健全化を図るため、必要な財政支援を行う。 

 

２ 予算総額     ５９，９５０，６７１千円 

 

３ 事業概要 

（１）国民健康保険財政調整繰出金           ３４，７５２，９４８千円  

   市町村間における、被保険者数や所得水準等による国民健康保険財政の不均

衡を調整するとともに、国民健康保険事業の健全な運営を推進する事業等※に

対して交付する。（保険給付費等の９％、県 10/10） 

 ※主な対象事業 

医療費適正化対策 特定健診 国保税徴収対策 その他

 ・生活習慣病重症化予防対策  ・ヘルスケアポイント取組  ・徴収対策経費  ・認知症検診
 ・データヘルス計画（PDCA） （コバトン健康マイレージ事業等）  ・適正賦課対策 　 事業　　　

 ・診療情報提供事業 　　　　　　　　等
１３．１億円 １０．２億円 １４．４億円 ０．９億円

 

（２）国民健康保険基盤安定事業負担金        １７，７００，８５２千円   

  ア 低所得者の保険税を軽減するため、その経費の一部を負担する。 

（保険税軽減分 県 3/4、市町村 1/4） 

    ・対象低所得者の拡充 

  （３人世帯の場合）給与収入 約２８２万円以下→約２８７万円以下 

  イ 軽減の対象となった被保険者数に応じて、保険税の一部を負担する。 

    （保険者支援分 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4） 

（３）高額医療費負担金繰出金            ６，５３８，４６３千円 

 高額医療費の発生による市町村国保財政への影響を緩和するため、レセプト

１件当たり８０万円超部分の医療費の一部を負担する。（国 1/4、県 1/4、市町

村 1/2） 

（４）特定健康診査等実施事業費負担金繰出金       ９５８，４０８千円 

 生活習慣病の発症を予防し医療費の適正化を図るため、特定健康診査及び特

定保健指導を実施する市町村に対し支援を行う。 

（国 1/3、県 1/3、市町村 1/3） 



－ 27 － 

後期高齢者医療制度への支援 

 

 担当 国保医療課 福祉医療・後期高齢者医療担当 

             内線 ３３５８                    

 

１ 目  的 

後期高齢者医療制度の運営が健全かつ円滑に行われるように、運営主体の広域

連合や市町村を支援する。 

 

２ 予算総額     ６６，７２７，７１１千円 

 

３ 事業概要 

（１）後期高齢者医療対策費            ６６，６８８，７４１千円  

広域連合及び市町村に法定負担金を交付して財政支援を行い、後期高齢者医

療制度の健全かつ円滑な運営を図る。 

 

（２）後期高齢者医療財政安定化基金事業費        ３８，９７０千円  

後期高齢者医療制度に財源不足が生じた場合に、資金の貸付・交付を行うた 

め、基金の管理を行う。 
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財政リスクを分散・軽減する仕組み                

高額医療費に対する支援 
 

レセプト１件当たり 80万
円を超える部分を公費補填 

市町村   

保険料軽減策 
 

低所得者等に対する保険料
軽減分 

 

後期高齢者支援金     

（現役世代の保険料）   

約４割 

                        

 

公費 ５割            

［国：都道府県：市町村＝４：１：１］     

医療  

給付   

財政安定化基金 
 

保険料未納・医療給付増の
リスクに対応 


